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6－目－1 

下記項目の記述及び関連図面等を次のとおり変更又は追加する。 

 

5. 気象 

 5.3 敷地での気象観測 

 5.4 敷地における気象観測結果 

 5.5 安全解析に使用する気象条件 

 5.6 参考文献 

 

6. 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 26 年 5 月 20 日申請）に係る気象，

地盤，水理，地震，社会環境等（追加） 
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5． 気象 

 「5.3 敷地での気象観測」，「5.4 敷地における気象観測結果」，「5.5 

安全解析に使用する気象条件」，「5.6 参考文献」の記述及び関連図表等

を削除し，以下の通り追加する。 

 

5.3 敷地における気象観測 

  発電所の安全解析に使用する気象条件を決める際の資料を得るため，「発

電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」（以下「気象指針」とい

う。）に基づき，発電所敷地内で風向，風速，日射量，放射収支量等の観測

を行っている。 

  以上の観測に使用した気象測器の種類，観測位置及び観測期間を第5.3－1

表に，観測設備配置を第5.3－1図及び第5.3－2図に示す。 

 

5.3.1 気象観測点の状況 

 (1) 排気筒高さ付近の風向風速を代表する観測点（Ａ点） 

   排気筒高さ付近を代表する風向風速の資料を得るため，敷地内の平坦地

（標高8m）にドップラーソーダを設置し，東海発電所の排気筒高さに相当

する標高89m（地上高81m）及び東海第二発電所の排気筒高さに相当する標

高148m（地上高140m）の風向風速の観測を行った。この観測点は周囲の障

害物の影響を受けることがなく，排気筒高さ付近の風向風速を代表してい

る。 

 (2) 地上風を代表する観測点（Ａ点） 

   敷地を代表する地上風の資料を得るため，敷地内の平坦地（標高8m）に

高さ10mの観測柱を設置し，標高18m（地上高10m）の風向風速の観測を行

った。この観測点は周囲の障害物の影響を受けることがなく，平坦地であ
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るので，敷地の地上風を代表している。 

 (3) 大気安定度を求めるための風速，日射量及び放射収支量の観測点（Ａ

点） 

   大気安定度を求めるには，平地での風速，日射量及び放射収支量が必要

である。風速については，地上風を代表する観測点（Ａ点）で観測した値

を使用した。また，日射量及び放射収支量については，敷地内の平坦地に

設置した露場の観測点（Ａ点）で観測した値を使用した。 

 

5.3.2 気象観測項目 

  風向，風速：Ａ点 

  日 射 量：Ａ点 

  放射収支量：Ａ点 

  降 水 量：Ａ点 

  気   温：Ａ点 

  （各観測点の位置については第5.3－1図及び第5.3－2図参照） 

 

5.3.3 気象測器 

  第5.3－1表に示す観測に使用した気象測器は，「気象業務法」に基づく気

象庁検定に合格したものである。 

  なお，放射収支計及びドップラーソーダについては，気象庁の検定項目に

ないため，放射収支計については年1回黒体炉による校正，ドップラーソー

ダについては年1回校正器による校正を行っている。 
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第5.3－1表 観測項目一覧表 

 

風向,風速 敷地内Ａ点 18 10 超音波風向風速計 1977年2月～継続

89 81

148 140

風向,風速 敷地内Ｂ点 71 63 超音波風向風速計 1977年12月～1996年9月

風向,風速 敷地内Ｃ点 140 132 超音波風向風速計 1977年2月～1996年9月

日射量 敷地内Ａ点 9.8 1.8 電気式日射計 1977年1月～継続

放射収支量 敷地内Ａ点 9.7 1.7 風防型放射収支計 1977年1月～継続

気　温 敷地内Ａ点 9.5 1.5 白金抵抗温度計 1995年2月～継続

気　温 敷地内Ｃ点 9.5 1.5 白金抵抗温度計 1977年5月～1995年1月

降水量 敷地内Ａ点 9.0 1.0 転倒ます型雨量計 1977年7月～継続

風向,風速 敷地内Ａ点 ドップラーソーダ 1996年10月～継続

観測項目
気 象 測 器
又は観測方法

観　測　期　間

観　測　位　置

場　所注） 標　高
(m)

地上高
(m)

 

 

 

 

注）観測場所については，第5.3-1図を参照。
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5.4 敷地における気象観測結果 

  2005年4月から2006年3月までの1年間の敷地における観測結果を以下に示

す。 

5.4.1 敷地を代表する風 

  敷地の地上風を代表する観測点（第5.3－2図，Ａ点）の標高18m（地上高

10m）における1年間の観測結果と，東海発電所の排気筒高さ付近の風を代表

する観測点（第5.3－2図，Ａ点）の標高89m（地上高81m）及び東海第二発電

所の排気筒高さ付近の風を代表する観測点（第5.3－2図，Ａ点）の標高148m

（地上高140m）における1年間の観測結果を以下に示す。 

  なお，風向，風速の観測値を統計整理するに当たって，風速が0.5m／s未

満のものは静穏として取り扱っている。 

 (1) 風 向 

   標高18m（地上高10m），標高89m（地上高81m）及び標高148m（地上高

140m）における年間及び月別の風配図を第5.4－1図から第5.4－5図に示す。 

   標高18m（地上高10m）における風向は，年間を通じておおむね北東及び

西北西が多くなっている。 

   標高89m（地上高81m）及び標高148ｍ（地上高140m）における風向は，

年間を通じて北東及び北西が多くなっている。 

   標高18m（地上高10m），標高89m（地上高81m）及び標高148m（地上高

140m）における年間の低風速（0.5～2.0m／s）時の風配図を第5.4－6図に

示す。 

   標高18m（地上高10m）における年間の低風速時の風向分布は，西北西が

多くなっている。 

   標高89m（地上高81m）及び標高148m（地上高140m）における年間の低風

速時の風向分布に，顕著な卓越風向はみられない。 
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 (2) 風 速 

   標高18m（地上高10m），標高89m（地上高81m）及び標高148m（地上高

140m）における年間の風速別出現頻度及び風速別出現頻度累積を第5.4－7

図に，月別の風速別出現頻度を第5.4－8図から第5.4－11図に示す。 

   標高18m（地上高10m）における年平均風速は3.1m／sで，1.5～2.4m／s

の風速が最も多く，9.5m／s以上の風速は少ない。 

   標高89m（地上高81m）における年平均風速は5.1m／sで，3.5～4.4m／s

の風速が最も多く，9.5m／s以上の風速は8.8％である。 

   標高148m（地上高140m）における年平均風速は5.4m／sで，2.5～3.4  

m／sの風速が最も多いが，3.5～4.4m／sの風速も同程度多い。9.5m／s以

上の風速は13.0％で，3高度中最も多い。 

   また，標高18m（地上高10m），標高89m（地上高81m）及び標高148m（地

上高140m）における静穏（風速0.5m／s未満）の年間出現頻度は，それぞ

れ1.7％，0.7％及び1.1％である。 

 (3) 同一風向継続時間 

   標高18m（地上高10m），標高89m（地上高81m）及び標高148m（地上高

140m）における年間の同一風向の継続時間別出現回数を第5.4－1表から第

5.4－3表に示す。 

   標高18m（地上高10m）において同一風向が継続する時間は，2時間以内

が全体の約81％，6時間以内が全体の約97％を占めている。長時間継続す

る傾向の強い風向は，北北東，北東及び西北西で，最長継続時間は北東の

18時間である。 

   標高89m（地上高81m）において同一風向が継続する時間は，2時間以内

が全体の約83％，6時間以内が全体の約98％を占めている。長時間継続す

る傾向の強い風向は，北東及び北西で，最長継続時間は北東の30時間であ



6－5－8 

る。 

   標高148m（地上高140m）において同一風向が継続する時間は，2時間以

内が全体の約84％，6時間以内が全体の約98％を占めている。長時間継続

する傾向の特に強い風向は北東で，最長継続時間は北東の35時間である。 

   また，標高18m（地上高10m），標高89m（地上高81m）及び標高148m（地

上高140m）における静穏状態の継続時間は，1時間以内がそれぞれ約82％，

約89％及び約92％で，静穏状態からの継続時間はすべて4時間以内である。 

 

5.4.2 大気安定度 

 (1) 大気安定度の分類及び出現頻度 

   日射量，放射収支量及び標高18m（地上高10m）の風速の観測資料を基に

「気象指針」に従って大気安定度の分類を行った。 

   年間及び月別の大気安定度出現頻度を第5.4－12図に，標高18m（地上高

10m），標高89m（地上高81m）及び標高148m（地上高140m）における年間

の大気安定度別風配図を第5.4－13図から第5.4－15図に示す。 

   Ｄ型は年間を通じて出現頻度が多く，特に10月が60.3％で最も多く，7

月及び9月も50％を超えている。Ａ型からＣ型は5月，6月及び8月に，Ｅ型

からＧ型は11月から1月にかけて多くなっている。 

   標高18m（地上高10m）における安定度別の風向の出現頻度は，不安定の

Ａ・Ｂ・Ｃ型は北東，南東から南南東及び西北西が10％を超えている。中

立のＤ型は北北東及び北東が多く，北東は20％を超えている。安定のＥ・

Ｆ・Ｇ型は西北西が多い。 

   標高89m（地上高81m）における安定度別の風向の出現頻度は，Ａ・Ｂ・

Ｃ型は北東から東，南南東から南及び西北西から北西が10％前後で，Ｄ型

は北東が特に多く，Ｅ・Ｆ・Ｇ型は北西が特に多い。 
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   標高148m（地上高140m）における安定度別の風向の出現頻度は，Ａ・Ｂ

・Ｃ型は東及び南が10％を超えている程度で特に多い風向はない。Ｄ型は

北東が特に多くなっている。Ｅ・Ｆ・Ｇ型は西北西から北北西が10％を超

えているが，目立って多い風向はない。 

   大気安定度の継続時間別出現回数を第5.4－4表に示す。 

   不安定なＡ・Ｂ・Ｃ型が10時間以上継続する頻度は9.5％，中立のＤ型

が10時間以上継続する頻度は10.3％，安定なＥ・Ｆ・Ｇ型が10時間以上継

続する頻度は32.0％である。 

 

5.4.3 観測結果からみた敷地の気象特性 

  敷地における気象観測資料を解析した結果によると，敷地の気象特性とし

て次のような点があげられる。 

 (1) 風向分布は，地上付近は西北西及び北東が，排気筒高さ付近は北西及び

北東が多い。 

 (2) 風速は，地上付近，排気筒高さ付近とも，北東が強い。 

 (3) 地上付近，排気筒高さ付近とも静穏の出現頻度は少なく，また継続時間

は短い。 

 (4) 大気安定度は，Ｄ型の出現頻度が多い。また大気安定度ごとの風向は，

地上付近ではＡ・Ｂ・Ｃ型は西北西及び南東が，Ｄ型は北東が多く，Ｅ・

Ｆ・Ｇ型は西北西が多い。排気筒高さ付近ではＡ・Ｂ・Ｃ型は特に卓越し

た風向はなく，Ｄ型は北東が多い。Ｅ・Ｆ・Ｇ型は標高89m（地上高81m）

では北西が多いが，標高148m（地上高140m）では特に多い風向はない。 
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第5.4－1図 敷地の年間風配図（2005年4月～2006年3月） 
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第5.4－2図 敷地の月別風配図（その1）（2005年4月～2005年6月） 
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第5.4－3図 敷地の月別風配図（その2）（2005年7月～2005年9月） 

33.3% 

30.1％ 30.1％ 
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第5.4－4図 敷地の月別風配図（その3）（2005年10月～2005年12月） 
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第5.4－5図 敷地の月別風配図（その4）（2006年1月～2006年3月） 
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第5.4－6図 低風速(0.5～2.0m／s)時の年間風配図 
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第5.4－7図 年間風速別出現頻度及び風速別出現頻度累積 
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第5.4－12図 年間及び月別大気安定度出現頻度 
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5.5 安全解析に使用する気象条件 

  安全解析に使用する気象条件は，「5.3 敷地における気象観測」に述べた

気象資料を使用し，「気象指針」に従って統計整理し求めた。 

 

5.5.1 観測期間の気象条件の代表性の検討 

  敷地において観測した2005年4月から2006年3月までの1年間の気象資料に

より安全解析を行うに当たり，観測を行った1年間の気象状態が，長期間の

気象状態と比較して特に異常でないかどうかの検討を行った。 

  風向出現頻度及び風速出現頻度について，敷地内Ａ点の標高89m（地上高8

1m）及び標高148m（地上高140m）における10年間（欠測率の高い1999年4月～

2000年3月の1年間を除く1994年4月～2005年3月）の資料により検定を行った。

検定法は，不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順に従った。 

  その結果を第5.5－1表から第5.5－4表に示すが，有意水準5％で棄却され

たものは標高89m（地上高81m）ではなし，標高148m（地上高140m）では27項

目中2項目であった。 

  これは安全解析に使用した観測期間の気象状態が長期間の気象状態と比較

して特に異常でないことを示しており，この期間の気象資料を用いて平常運

転時及び設計基準事故時の線量等の計算を行うことは妥当であることを示し

ている。 

 

5.5.2 大気拡散の計算に使用する放出源の有効高さ（４）（５） 

  排気筒から放出される放射性物質が敷地周辺に及ぼす影響を評価するに当

たって，大気拡散の計算に使用する放出源の有効高さは，建屋及び敷地周辺

の地形の影響を考慮するため，以下のような風洞実験により求める。 

  風洞実験においては，縮尺1／2,000の建屋及び敷地周辺の地形模型を用い，
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排気筒高さに吹上げ高さを加えた高さからガスを排出し，風下地点における

地表濃度を測定する。 

  その地形模型実験で得られた地表濃度の値が，平地実験による地表濃度の

値に相当する排気筒高さを放出源の有効高さとする。 

  排気筒高さは，東海発電所排気筒は標高89m(地上高81m），東海第二発電

所排気筒は標高148m（地上高140m）であるが，上記の風洞実験により平常運

転時の線量評価に用いる放出源の有効高さは第5.5－5表のとおりとする。 

  設計基準事故時において，原子炉冷却材喪失，放射性気体廃棄物処理施設

の破損，燃料集合体の落下及び制御棒落下では，排気筒又は非常用ガス処理

系排気筒からの吹上げを考慮せずに上記と同様の風洞実験を行い，放出源の

有効高さを第5.5－5表のとおりとし，また，主蒸気管破断では地上放散とし

放出源の有効高さを0mとする。 

 

5.5.3 大気拡散の計算に使用する気象条件 

 (1) 通常運転時 

   発電所の平常運転時に放出される放射性気体廃棄物の敷地周辺に及ぼす

影響を評価するに当たっては，敷地内における2005年4月から2006年3月ま

での1年間の風向，風速及び大気安定度の観測資料から以下に示すパラメ

ータを求め，これを用いる。 

   なお，風向，風速については東海第二発電所の排気筒高さ付近の風を代

表する標高148m（地上高140m）及び東海発電所の排気筒高さ付近の風を代

表する標高89m（地上高81m）の風向，風速とする。 

  ａ．風向別大気安定度別風速逆数の総和及び平均 

    風向別大気安定度別風速逆数の総和及び平均は，（5.5－1）式，（5.5

－2）式によりそれぞれ計算する。 
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N

1i i

isd,
sd,

Ｕ

δ
Ｓ   ････････････････････････････････(5.5－1) 

    sd,
sd,

sd, Ｓ
Ｎ

１
Ｓ  ････････････････････････････････(5.5－2) 

    ここで， 

     sd,Ｓ  ：風向別大気安定度別風速逆数の総和（s／m） 

     sd,Ｓ  ：風向別大気安定度別風速逆数の平均（s／m） 

     Ｎ  ：実観測回数（回） 

     iＵ  ：時刻ｉにおける風速（m／s） 

     isd, δ  ：時刻ｉにおいて風向ｄ，大気安定度ｓの場合 1δisd,  

          その他の場合               0δisd,  

sd,Ｎ  ：風向ｄ，大気安定度ｓの総出現回数（回） 

  ｂ．風向出現頻度 

    風向出現頻度は（5.5－3）式，（5.5－4）式によりそれぞれ計算する。 

    100
Ｎ

1i

id
d

Ｎ

δ
　　　f    ･････････････････････････（5.5－3） 

    "d'dddT ffff   ･････････････････････････（5.5－4） 

    ここで， 

     df   ：風向ｄの出現頻度（％） 

     Ｎ  ：実観測回数（回） 

     idδ    ：時刻ｉにおいて風向がｄの場合 1idδ  

          その他の場合        0idδ  

     'df ， "df ：風向ｄに隣接する風向 'ｄ， "ｄ の出現頻度（％） 

     dTf  ：風向ｄ, 'ｄ, "ｄ の出現頻度の和（％） 

    静穏時については，風速は0.5m／sとし，風向別大気安定度別出現回
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数は，静穏時の大気安定度別出現回数を風速0.5～2.0m／sの風向出現頻

度に応じて比例配分して求める。 

    また，欠測については，欠測を除いた期間について得られた統計が，

欠測期間についても成り立つものとする。 

    以上の計算から求めた風向別大気安定度別風速逆数の総和を第5.5－6

表及び第5.5－9表に，風向別大気安定度別風速逆数の平均及び風向別風

速逆数の平均を第5.5－7表及び第5.5－10表に，風向出現頻度及び風速0.

5～2.0m／sの風向出現頻度を第5.5－8表及び第5.5－11表に示す。 

 (2) 設計基準事故時 

   設計基準事故時に放出される放射性物質が，敷地周辺の公衆に及ぼす影

響を評価するに当たって，放射性物質の拡散状態を推定するために必要な

気象条件については，現地における出現頻度からみて，これより悪い条件

がめったに現れないと言えるものを選ばなければならない。 

   そこで，線量等の評価に用いる放射性物質の相対濃度（以下「χ／Ｑ」

という。）を，標高18m（地上高10m）及び標高148m（地上高140m）におけ

る2005年4月から2006年3月までの1年間の観測データを使用して求めた。

すなわち，（5.5－5）式に示すように，風向，風速，大気安定度及び実効

放出継続時間を考慮したχ／Ｑを陸側方位について求め，方位別にその値

の小さい方からの累積度数を年間のデータ数に対する出現頻度（％）とし

て表すことにする。横軸にχ／Ｑを，縦軸に累積出現頻度をとり，着目方

位ごとにχ／Ｑの累積出現頻度分布を描き，この分布から，累積出現頻度

が97％に当たるχ／Ｑを方位別に求める。 

   ただし，χ／Ｑの計算の着目地点は，各方位とも非居住区域（周辺監視

区域及び原子力科学研究所等の周辺監視区域）境界までの距離とし，着目

地点以遠で χ／Ｑが最大になる場合は，そのχ／Ｑを着目地点における
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当該時刻の χ／Ｑとする。 

    
T

1i
iiQ

T
1

･δ）（χ／χ／Ｑ  ････････････････････････（5.5－5） 

    ここで， 

     χ／Ｑ  ：実効放出継続時間中の相対濃度（s／m３） 

     T  ：実効放出継続時間（h） 

     i（χ／Ｑ） ：時刻ｉにおける相対濃度（s／m３） 

     iδ  ：時刻ｉにおいて風向が当該方位にあるとき iδ＝1 

             時刻ｉにおいて風向が他の方位にあるとき iδ＝0 

    i（χ／Ｑ）の計算に当たっては，原子炉冷却材喪失及び制御棒落下の場

合，当該方位における放射性物質の全量が一方位内のみに一様分布する

と仮定して（5.5－6）式で計算し，放射性気体廃棄物処理施設の破損及

び燃料集合体の落下の場合，方位内で風向軸が一定と仮定して（5.5－

7）式で計算する。 

    2
zi

2

izi
i 2

Hexp
xU

2.032
σ

－
・・σ

（χ／Ｑ）  ･･････････････････（5.5－6） 

    2 
zi

2

iziyi
i

2
Hexp

U
1

σ
－

・・σπ・σ
（χ／Ｑ）  ･････････････（5.5－7） 

    ここで， 

     yi  ：時刻ｉにおける濃度分布の水平方向の拡がりのパラメー

タ（m） 

     zi  ：時刻ｉにおける濃度分布の垂直方向の拡がりのパラメー

タ（m） 

     iU     ：時刻ｉにおける風速（m／s） 

     Ｈ  ：放出源の有効高さ（m） 
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     x   ：放出地点から着目地点までの距離（m） 

    さらに，主蒸気管破断（主蒸気隔離弁閉止後）の場合，建屋等の影響

を考慮して（5.5－8）式で計算する。 

    2
zi

2

izi
i  2

Hexp
xU

2.032
Σ

－
・・Σ

（χ／Ｑ）  ･･････････････････（5.5－8） 

    ここで， 

     212
zizi )πAC(  

     C  ：形状係数（－） 

     A  ：建屋等の風向方向の投影面積（m２） 

    方位別χ／Ｑの累積出現頻度を求めるとき，静穏の場合には風速を 

0.5m／sとして計算し，その風向は静穏出現前の風向を使用する。 

    実効放出継続時間としては，放射性よう素の事故期間中の全放出量を

1時間当たりの最大放出量で除して求めた値を用いる。計算に使用する

風向，風速は，排気筒又は非常用ガス処理系排気筒からの放出の場合は，

排気筒高さ付近の風を代表する標高148m（地上高140m）の風向，風速と

する。放出源の有効高さは，吹上げ高さを考慮せずに陸側各方位につい

て風洞実験により求めた第5.5－5表の値を使用する。また，タービン建

屋から直接放出される場合は，地表付近の風を代表する標高18m（地上

高10m）の風向，風速とする。 

    建屋等の風向方向の投影面積としては，計算の便宜上，最小投影面積

である4,500m２を使用し，形状係数としては0.5を用いる。 

    また，放射性雲からのγ線による空気カーマについては，χ／Ｑの代

わりに空間濃度分布とγ線による空気カーマ計算モデルを組み合わせた

相対線量（以下「Ｄ／Ｑ」という。）をχ／Ｑと同様な方法で求めて使

用する。この場合の実効放出継続時間としては，放射性希ガスの事故期
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間中の全放出量を1時間当たりの最大放出量で除して求めた値を用いる。 

    ただし，実効放出継続時間が8時間を超える場合でも方位内で風向軸

が一定と仮定して計算する。γ線による空気カーマ計算には，添付書類

九の（5.1－1）式を使用する。 

    以上の方法により，陸側方向について求めた方位別χ／Ｑ及びＤ／Ｑ

の累積出現頻度を第5.5－1図から第5.5－8図に示す。 

    このうち，設計基準事故時の線量の評価に用いるχ／Ｑ及びＤ／Ｑは，

線量が最大となる方位の値を使用する。安全評価に使用するχ／Ｑ及び

Ｄ／Ｑを第5.5－12表に示す。 
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第5.5－5表 放出源の有効高さ 

（m） 

通常運転時 設計基準事故時 
方位 

東海第二発電所 東海発電所 東海第二発電所 

Ｎ 190 75 105 

ＮＮＥ 200 75 95 

ＮＥ 195 － － 

ＥＮＥ － － － 

Ｅ － － － 

ＥＳＥ － － － 

ＳＥ 170 － － 

ＳＳＥ 185 － 115 

Ｓ 210 95 105 

ＳＳＷ 180 70 100 

ＳＷ 150 65 110 

ＷＳＷ 195 80 110 

Ｗ 205 95 115 

ＷＮＷ 205 105 105 

ＮＷ 220 85 105 

ＮＮＷ 200 75 105 

 

 

 

 

 

注) 通常運転時の海側方位（－で示す方位）の有効高さについては，

東海第二発電所は風洞実験を実施した陸側方向の13方位（海を隔て

て比較的近距離に陸地が存在するＳＳＥ方位，陸側方向の方位に隣

接するＮＥ方位，ＳＥ方位を含む。）のうち，最低のものを有効高

さとする。また，東海発電所は風洞実験を実施した陸側方向の10方

位のうち，最低のものを有効高さとする。 

 なお，平常運転時の東海発電所の有効高さを求めるための風洞実

験に当たっては，吹上げ高さの計算には，1981年4月から1982年3月

までの風向別風速逆数の平均を使用している。 
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第5.5－8表 風向出現頻度及び風速0.5～2.0m／sの風向出現頻度 

（標高89m，地上高81m） 
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第5.5－11表 風向出現頻度及び風速0.5～2.0m／sの風向出現頻度

（標高148m，地上高140m） 
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6. 発電用原子炉設置変更許可申請(平成26年5月20日申請)に係る気象，地盤，

水理，地震，社会環境等 

6.1 気象 

6.1.1 最寄りの気象官署の資料による一般気象 

6.1.1.1 風（台風） 

  敷地付近で観測された最大瞬間風速は，水戸地方気象台での観測記録

（1937～2012年）によれば，44.2m／s（1939年8月5日）である。 

 

6.1.1.2 凍結 

  敷地付近で観測された最低気温は，水戸地方気象台での観測記録（1897～

2012年）によれば，－12.7℃（1952年2月5日）である。 

 

6.1.1.3 降水 

  敷地付近で観測された日最大1時間降水量は，水戸地方気象台での観測記

録（1906～2012年）によれば，81.7mm（1947年9月15日）である。 

 

6.1.1.4 積雪 

  敷地付近で観測された積雪の深さの月最大値は，水戸地方気象台での観測

記録（1897～2012年）によれば，32cm（1945年2月26日）である。 

 

6.1.2 その他の資料による一般気象 

6.1.2.1 竜巻 

  気象庁「竜巻等の突風データベース」（1961～2012年）によれば，「竜

巻」及び「竜巻又はダウンバースト」の被害状況から推定した竜巻の規模は，

茨城県において，最大でF3である。 
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6.2 水  理 

6.2.1 海  象 

6.2.1.1 潮  位 

発電所周辺の潮位については，隣接する茨城港日立港区において観測され

ている潮位を用いる。 

既往最高潮位（昭和 33 年 9 月 27 日）  H.P. ＋2.35m 

塑望平均満潮位     H.P. ＋1.50m 

平均潮位     H.P. ＋0.91m 

塑望平均干潮位     H.P. ＋0.08m 

既往最低潮位（平成 2 年 12 月 2 日，平成 3 年 12 月 22 日） 

                        H.P. －0.31m 

H.P.±0.00m は茨城港日立港区の工事用基準面で東京湾中等潮位下 0.89m

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 


